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NEWS RELEASE 

  20２5年 9月２４日 

株式会社三菱総合研究所 

三菱食品株式会社 

 

「持続可能な食」に向けた生活者行動変容の共同研究を開始 

生活者(消費)とサプライヤー(供給)の共創実現に向けて 

株式会社三菱総合研究所（代表取締役社長：籔田健二、以下 MRI）と三菱食品株式会社（代表取締役社長：

京谷 裕、以下 三菱食品）は、食料サプライチェーンにおける生活者行動変容の促進に向け、両社の知見・既

往研究等を整理・分析しました。このたびその成果を公表し、生活者とサプライヤーが共創する「持続可能な

食」の実現を目指して本格的な共同研究を開始します。 

 

1. 背景 

気候変動による異常気象、土壌や海洋など生態系の劣化といった環境課題は、食料供給の安定性を脅かして

います。日本でも、特に葉物野菜や魚介類、直近ではコメの供給に問題が発生するようになっており、多くある

原因の中の一つとして気候変動があるとされています。 

一方、現在の食料サプライチェーン自体も環境課題の原因の一つとされています。2021 年９月に開催された

「国連食料システムサミット」の議長サマリーおよび行動宣言の中で、「食料システムは温室効果ガス排出量の

最大３分の１、生物多様性の喪失の最大 80％、淡水使用量の最大 70％に影響し、持続可能な食料生産シス

テムの実現が課題解決に欠かせないものとして認識されるべきだ」と言及されています（国際連合広報センタ

ー2021）。国内でも、食品産業の健全な発展・持続可能な食料供給の促進が位置付けられ、食料サプライチェ

ーンにおける環境負荷の低減・緩和策、環境課題への適応策の実装が進められています。 

しかし現在、持続可能な食を生産し供給するサプライヤーは、ビジネス上のメリットを確保できているとはいえ

ない状況です。その背景として、生活者が、社会的意義は認識しているものの価値があるとはみなしていない

ことがあります。 

持続可能な食を実現し、安定的に食を享受し続けるためには、生活者ひとりひとりがそれに価値を感じ購買行

動を変えていくことで、サプライヤーが経済的価値を受け取れる社会へ変革することが必要です。 
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2.食料流通における生活者行動変容の実現に向けたポイント 

MRI と三菱食品は、生活者アンケート調査、欧州等の生活者行動変容施策の先行事例レビュー、国内の食品

サプライチェーン関連事業者等との意見交換等を通じ、「食料の購買行動における環境配慮行動」を促す施策

を具体化する上で重要と考えられる 3つのポイント（仮説）を抽出しました。 

① 仮説 1：根本には「消費と生産の分断」という課題 

現在の日本では、生活者の環境負荷や社会課題への意識以前に、食や農そのものに積極的に関わろうと

する意識自体が希薄。その根本には、消費と供給のつながりを実感できず、無意識のうちに分断されてい

るという課題がある。 

② 仮説 2：生活者メリットを起点とすることが重要 

そもそも意識が希薄な食や農の領域に対して、生活者が一足飛びにそれにまつわる環境・社会課題に目

を向けることはない。食のおいしさや楽しさ、節約につながる知識や工夫の向上、災害への備えによる安

心・・・などそれぞれの生活者がメリットに感じることを起点に「食や農に対するこだわりや積極性をもつ生

活者」を育て、増やしていく取り組みから始めることが重要。 

③ 仮説 3：積み上げ型アプローチが有効 

環境に配慮した購買行動への変容を促すには、認証ラベルや社会的意義の発信など従来型の「普及啓発

型」アプローチでは不十分。それぞれの生活者が感じるメリットを起点に生活者が食や農に対するこだわり

や積極性を持ち、そのうえで食や農を取り巻く環境・社会課題にも配慮した具体的な行動変容に至る、と

いうステップアップを支える「体験・実践積み上げ型」アプローチが有効。 
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3. 今後の予定 

MRI と三菱食品は、今後、上記の課題解決に資する施策を明らかにするため、共同で調査研究を進めます。

具体的には以下 3点を仮説検証する予定です。 

(1) 体験・実践積み上げ型アプローチの具体的な施策 

(2) 施策が「食料の購買行動における環境配慮行動」へ及ぼす効果 

(3) 施策が事業者の売上（単価、来店頻度等）やブランディング、ロイヤルティに及ぼす影響 

本研究の成果を基に、食品流通業等、食料サプライチェーンに関わる事業者と共に施策の具体化を検討して

いきます。 

 

別添資料：「持続可能な食を実現するための消費者行動変容」成果報告 

 

 

 

 

 

本件に関するお問い合わせ先 

株式会社三菱総合研究所 

〒100－8141 東京都千代田区永田町二丁目 10番 3号 

【内容に関するお問い合わせ】 

政策・経済センター 「食料サプライチェーンの環境サステナビリティ課題解決」チーム 

 山本、木村、岸  メール：sustainable_foodagri@ml.mri.co.jp 

【報道機関からのお問い合わせ】 

グループ広報部 

メール：media@mri.co.jp 

三菱食品株式会社 

〒112-8778 東京都文京区小石川一丁目 1番 1号 

広報・ブランディンググループ 

メール：kouhou-1@mitsubishi-shokuhin.com 

 

本資料は、経済産業記者会、経済産業省ペンクラブ、農政クラブ、農林記者会および当社にてコンタクトのある

記者の方々にもご案内しています。 

 

https://www.mri.co.jp/news/press/i5inlu000002kfn4-att/nr20250924.pdf

